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倒産件数は173件 年度上半期としては2年ぶりの増加

東京商工リサーチがまとめた2014年度上半期（2014年4-9月）の不動産業倒産は、173件

（前年同期比16.1％増）で、年度上半期としては2年ぶりに前年同期を上回った。

一方、負債総額は801億700万円（同12.1％減）で、年度上半期としては6年連続で前年

同期を下回った。負債100億円以上が1件（前年同期2件）にとどまったのに対し、負債5千

万円未満の小規模企業倒産が83件（前年同期比27.6％増、前年同期65件）と増加したこと

が影響した。また、年度上半期の金融円滑化法に基づく貸付条件変更利用後倒産は3件

（前年同期5件）、「震災関連」倒産は3件（同3件）だった。

倒産概況

問合先：経済研究室
電 話：03(6910)3157

倒産件数

173 件

前年同期比 ＋ 16.10%

2013年度上半期 149 件

前期比 ＋ 4.84%

2013年度下半期 165 件

 ※TSRの倒産集計は、1952年の集計開始以来、法的倒産と私的倒産を含む

▲ 12.18%

912億2,500万円

▲ 66.76%

2,410億3,600万円

2014年度上半期（ 4-9月） 不動産業の倒産

（負債額1,000万円以上の企業倒産）

負債総額

801億700万円

不動産業の倒産　月次推移 （負債総額単位：百万円）

件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額

１月 53 17,937 30 17,302 38 33,087 31 181,343

２月 22 10,668 21 7,387 20 6,793 24 3,575

３月 45 9,905 32 34,585 28 4,928 30 10,154

４月 40 18,871 36 29,436 24 6,986 28 19,294

５月 33 61,542 46 61,692 34 14,407 20 9,957

６月 30 15,194 36 11,728 21 8,445 23 4,868

７月 34 25,371 35 8,927 19 25,271 33 15,636

８月 25 4,269 24 7,562 27 31,972 38 24,378

９月 41 38,413 28 6,434 24 4,144 31 5,974

10月 25 8,891 28 14,808 29 23,631 #N/A

11月 34 8,076 21 5,505 26 13,220 #N/A

12月 38 16,793 30 16,058 25 9,113 #N/A

年 計 420 235,930 367 221,424 315 181,997 258 275,179

2014(平成26)年　　　年

月

2011(平成23)年 2012(平成24)年 2013(平成25)年
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各種動向

業種中分類別業種中分類別業種中分類別業種中分類別では、不動産取引業が98件（前年同期比10.1％増、前年同期89件）、不動

産賃貸業・管理業が75件（同25.0％増、同60件）だった。

小分類別小分類別小分類別小分類別では、建物売買業，土地売買業の52件（同1.8％減、同53件）を筆頭にして、

不動産代理業・仲介業が46件（同27.7％増、同36件）、不動産賃貸業が36件（同24.1％増、

同29件）、不動産管理業が28件（同47.3％増、同19件）、貸家業，貸間業が8件（同

27.2％減、同11件）、駐車場業が3件（同200.0％増、同1件）の順。

原因別原因別原因別原因別では、販売不振が91件（前年同期比8.3％増）で、全体の過半数（構成比

52.6％）を占めた。次に、既往のシワ寄せ（赤字累積）が29件（前年同期比26.0％増）、

他社倒産の余波が23件（同4.5％増）など。

形態別形態別形態別形態別では、最多が破産の137件（前年同期比17.0％増、前年同期117件）だった。次い

で、特別清算20件（同233.3％増、同6件）、取引停止処分15件、民事再生法1件の順で、

法的倒産が158件（構成比91.3％）と全体の9割を占めた。

資本金別資本金別資本金別資本金別では、1千万円以上5千万円未満が80件（前年同期比11.1％増）、1百万円以上5

百万円未満が47件（同9.3％増）、5百万円以上1千万円未満が20件（同185.7％増）、1億

円以上が3件（前年同期6件）だった。

負債額別負債額別負債額別負債額別では、負債10億円以上が15件（前年同期比6.2％減、前年同期16件）、1億円未

満は111件（前年同期比20.6％増）で全体の6割（構成比64.1％）を占めた。

従業員数別従業員数別従業員数別従業員数別では、5人未満が152件（前年同期比13.4％増、構成比87.8％）で、小規模企

業が全体の約9割を占めた。一方、50人以上はゼロ件（前年同期1件）だった。

今後の見通し

2014年度上半期(4-9月)の不動産業の倒産件数は、173件（前年同期比16.1％増）。年度

上半期としては2年ぶりに前年同期を上回った。

四半期別件数をみると、2014年4-6月が前年同期比10.1％減（79→71件）だったのに対

し、7-9月が同45.7％増（70→102件）と後半にかけて一転して増加に転じ、消費税引き上

げ後の駆け込み需要の反動減の影響がうかがえる。

地区別件数では、9地区のうち6地区で前年同期を上回った。増加率では北海道350.0％

増（2→9件）、中国350.0％増（2→9件）、東北100.0％増（4→8件）、北陸25.0％増

（4→5件）、中部18.1％増（11→13件）、関東14.4％増（76→87件）の順。

一方、減少は九州が20.0％減（10→8件）と近畿10.5％減（38→34件）の2地区で、四国

は発生なし（前年同期2件）だった。また都道府県別では、首都圏（東京・神奈川・千

葉・埼玉）の2014年4-6月が前年同期比13.5％減（37→32件）だったのに対し、7-9月が同

24.3％増（37→46件）と増勢をみせ、マンション市場を支えてきた首都圏で倒産が増加し

ている。形態別では、破産が最多の137件（前年同期比17.0％増、構成比79.1％）と約8割

を占めた。また、事業消滅型の特別清算も20件（前年同期6件）と3.3倍に増加し、収益性

のある事業と不採算事業を分離する会社清算の手続きが目立った。

東京都心部では、投資用も含め高額物件の売れ行きが好調な一方で、郊外や地方では建

設コスト上昇から供給物件の息切れが懸念されている。大手と賃貸中心の中小業者との業

績格差が拡大するなかで、小規模業者の倒産増加の可能性を残している。
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上半期推移

不動産業の倒産 上半期推移

平均

（件） 前年比 （百万円） 前年比 負債額

1995年度上半期 340 -  672,802 -  1,978

1996年度上半期 311 ▲8.52% 488,769 ▲27.35% 1,571

1997年度上半期 267 ▲14.14% 413,023 ▲15.49% 1,546

1998年度上半期 342 28.08% 943,057 128.33% 2,757

1999年度上半期 345 0.87% 2,840,827 201.23% 8,234

2000年度上半期 320 ▲7.24% 3,550,706 24.98% 11,095

2001年度上半期 340 6.25% 1,557,214 ▲56.14% 4,580

2002年度上半期 324 ▲4.70% 750,772 ▲51.78% 2,317

2003年度上半期 277 ▲14.50% 1,383,854 84.32% 4,995

2004年度上半期 248 ▲10.46% 591,949 ▲57.22% 2,386

2005年度上半期 231 ▲6.85% 684,844 15.69% 2,964

2006年度上半期 222 ▲3.89% 805,300 17.58% 3,627

2007年度上半期 219 ▲1.35% 753,639 ▲6.41% 3,441

2008年度上半期 297 35.61% 1,317,964 74.88% 4,437

2009年度上半期 293 ▲1.34% 460,245 ▲65.07% 1,570

2010年度上半期 221 ▲24.57% 287,923 ▲37.44% 1,302

2011年度上半期 203 ▲8.14% 163,660 ▲43.15% 806

2012年度上半期 205 0.98% 125,779 ▲23.14% 613

2013年度上半期 149 ▲27.31% 91,225 ▲27.47% 612

2014年度上半期 173 16.10% 80,107 ▲12.18% 463

上半期（ 4-9月）
件数 負債総額
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2014年度上半期不動産業 原因別倒産状況

当期 構成比 前年同期比 前年同期 当期 構成比 前年同期比 前年同期

事業上の失敗 8 4.62% 33.33% 6 659 0.82% ▲98.41% 41,551

事業外の失敗 2 1.15% - 0 724 0.90% - 0

融手操作 0 0.00% - 0 0 0.00% - 0

（小計） (10) (5.78%) (66.66%) (6) (1,383) (1.72%) (▲96.67%) (41,551)

運転資金の欠乏 7 4.04% 250.00% 2 1,793 2.23% 94.89% 920

金利負担の増加 3 1.73% 200.00% 1 3,809 4.75% 1054.24% 330

（小計） (10) (5.78%) (233.33%) (3) (5,602) (6.99%) (348.16%) (1,250)

 他社倒産の余波 23 13.29% 4.54% 22 2,421 3.02% ▲70.83% 8,302

 既往のシワ寄せ ①赤字累積 29 16.76% 26.08% 23 37,347 46.62% 212.21% 11,962

 信用性低下 取引先の打切り 0 0.00% ▲100.00% 1 0 0.00% ▲100.00% 25

 販売不振 ② 91 52.60% 8.33% 84 29,787 37.18% 19.40% 24,946

 売掛金等回収難 ③ 0 0.00% ▲100.00% 1 0 0.00% ▲100.00% 20

 在庫状態悪化 0 0.00% - 0 0 0.00% - 0

 設備投資過大 2 1.15% ▲33.33% 3 2,010 2.50% 93.26% 1,040

 その他 偶発的原因 8 4.62% 33.33% 6 1,557 1.94% ▲26.86% 2,129

173 100.00% 16.10% 149 80,107 100.00% ▲12.18% 91,225

不況型倒産（①+②+③） 120 69.36% 11.11% 108 67,134 83.80% 81.79% 36,928

負債総額（百万円）

合計

主因 明細
件数

放漫経営

過小資本

2014年度上半期不動産業 業種小分類別倒産状況

当期 構成比 前年同期比 前年同期 当期 構成比 前年同期比 前年同期

 建物売買業，土地売買業 52 30.05% ▲1.88% 53 12,254 15.29% ▲79.04% 58,468

 不動産代理業・仲介業 46 26.58% 27.77% 36 11,837 14.77% 50.55% 7,862

 不動産賃貸業 36 20.80% 24.13% 29 36,984 46.16% 162.39% 14,095

 貸家業，貸間業 8 4.62% ▲27.27% 11 2,160 2.69% ▲36.61% 3,408

 駐車場業 3 1.73% 200.00% 1 660 0.82% 407.69% 130

 不動産管理業 28 16.18% 47.36% 19 16,212 20.23% 123.24% 7,262

合計 173 100.00% 16.10% 149 80,107 100.00% ▲12.18% 91,225

小分類
件数 負債総額（百万円）

2014年度上半期 主な「不動産業」の倒産

資本金 負債額

（千円） （百万円）

570384982  （株）笠屋町不動産 大阪府 82,080 20,000  既往のシワ寄せ  特別清算

170079686  （株）一関カントリー倶楽部 岩手県 61,000 8,678  既往のシワ寄せ  破産

295760346
 アールインベストメントアン

ドデザイン（株）
東京都 95,000 8,220  販売不振  破産

580210103
 （株）コースタルオアシス松

任
石川県 316,500 3,820  販売不振  破産

930070275  （株）岡田商事 佐賀県 55,000 3,800  既往のシワ寄せ  破産

090034910  （株）サンプラザ 北海道 45,000 2,548  販売不振  破産

340075678  （有）南西興業ハウジング 山梨県 3,000 2,114  販売不振  破産

260132527  （株）マウンテンジョイ 栃木県 10,000 2,100  販売不振  特別清算

060018038  （株）竹田測量設計 北海道 20,000 1,740  過小資本  取引停止処分

314047832  （株）入間セントラル 埼玉県 20,000 1,600  設備投資過大  民事再生法

企業コード 倒産形態商号 所在地 倒産原因
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2014年度上半期不動産業 形態別倒産状況

当期 構成比 前年同期比 前年同期 当期 構成比 前年同期比 前年同期

 会社更生法 0 0.00% - 0 0 0.00% - 0

 民事再生法 1 0.57% ▲87.50% 8 1,600 1.99% ▲93.42% 24,321

（再建型） (1) (0.57%) (▲87.50%) (8) (1,600) (1.99%) (▲93.42%) (24,321)

 破産 137 79.19% 17.09% 117 48,053 59.98% 26.64% 37,944

 特別清算 20 11.56% 233.33% 6 26,407 32.96% 3.90% 25,415

（消滅型） (157) (90.75%) (27.64%) (123) (74,460) (92.95%) (17.52%) (63,359)

法的倒産 158 91.32% 20.61% 131 76,060 94.94% ▲13.25% 87,680

 取引停止処分 15 8.67% ▲11.76% 17 4,047 5.05% 17.30% 3,450

 内整理 0 0.00% ▲100.00% 1 0 0.00% ▲100.00% 95

私的倒産 15 8.67% ▲16.66% 18 4,047 5.05% 14.16% 3,545

合計 173 100.00% 16.10% 149 80,107 100.00% ▲12.18% 91,225

2014年度上半期不動産業 資本金別倒産状況

当期 構成比 前年同期比 前年同期 当期 構成比 前年同期比 前年同期

1億円以上 3 1.73% ▲50.00% 6 4,525 5.64% ▲84.84% 29,850

5千万円以上 9 5.20% 50.00% 6 44,098 55.04% 79.16% 24,613

1千万円以上 80 46.24% 11.11% 72 23,204 28.96% ▲7.22% 25,012

5百万円以上 20 11.56% 185.71% 7 2,324 2.90% 11.14% 2,091

1百万円以上 47 27.16% 9.30% 43 5,001 6.24% 34.00% 3,732

1百万円未満 7 4.04% 250.00% 2 383 0.47% ▲90.69% 4,117

個人企業他 7 4.04% ▲46.15% 13 572 0.71% ▲68.39% 1,810

合計 173 100.00% 16.10% 149 80,107 100.00% ▲12.18% 91,225

2014年度上半期不動産業 負債額別倒産状況

当期 構成比 前年同期比 前年同期 当期 構成比 前年同期比 前年同期

10億円以上 15 8.67% ▲6.25% 16 61,237 76.44% ▲14.91% 71,968

5億円以上 12 6.93% ▲7.69% 13 7,694 9.60% ▲17.08% 9,279

1億円以上 35 20.23% 25.00% 28 7,698 9.60% 11.43% 6,908

5千万円以上 28 16.18% 3.70% 27 1,888 2.35% 7.76% 1,752

1千万円以上 83 47.97% 27.69% 65 1,590 1.98% 20.63% 1,318

合計 173 100.00% 16.10% 149 80,107 100.00% ▲12.18% 91,225

2014年度上半期不動産業 従業員数別倒産状況

当期 構成比 前年同期比 前年同期 当期 構成比 前年同期比 前年同期

300人以上 0 0.00% -  0 0 0.00% -  0

50～299人 0 0.00% ▲100.00% 1 0 0.00% ▲100.00% 19,779

20～ 49人 1 0.57% ▲50.00% 2 1,000 1.24% ▲67.94% 3,120

10～ 19人 6 3.46% 100.00% 3 5,342 6.66% 65.02% 3,237

5～ 　9人 14 8.09% 55.55% 9 6,237 7.78% 130.82% 2,702

～   4人 152 87.86% 13.43% 134 67,528 84.29% 8.24% 62,387

合計 173 100.00% 16.10% 149 80,107 100.00% ▲12.18% 91,225

負債総額（百万円）件数

負債総額（百万円）

形態

資本金
件数

件数 負債総額（百万円）
従業員数

件数 負債総額（百万円）
負債額


